
 

 金沢商工会議所 「最近の景況・業況動向調査」 結果 
 

■調査時期：平成２９年度第４四半期（１月～３月）  ■調査企業数：３０１社（当所議員・評議員） 

■調査時点：平成３０年３月下旬           ■回答企業数：１１６社（回答率３８．５％）      

 すべてのＤＩ値が前期比減。２月に発生した大雪の影響も一因。 

前期に引き続き、半数を超える企業が雇用情勢について「不足状態」と回答し、依然として人手不足

状態が続いている。 

 企業のＩＴ化（情報化）について、取り組みを行っている最大の理由は社内の情報共有化であり、あ

まり行っていない理由は費用対効果。 
 
【景況・業況の動向】《平成２９年度第４四半期（１月～３月）の状況》※来期ＤＩは予測 
 
 今期ＤＩ 対前期比 来期ＤＩ 対今期比 

景況感ＤＩ ▲１１．２ ２３．７↓  ４．３ １５．５↑ 

売上高ＤＩ ▲１２．０ ２８．２↓  ２．６ １４．６↑ 

売上単価ＤＩ   １．８ １０．７↓  ２．６  ０．８↑ 

資金繰りＤＩ ▲ ２．６  ９．３↓  ７．７ １０．３↑ 

採算性ＤＩ ▲１３．７ １５．６↓ ▲０．９ １２．８↑ 

（今期） 

○売上単価を除くすべてのＤＩ値がマイナス値となり、前期と比較しすべてのＤＩ値が下降した。また、景況感

の判断理由として、悪化と回答した企業からは、すべての業種から「大雪の影響による稼働率の低下・売上の

減少」といった意見が挙がった一方で、好転と回答した企業からは「大雪の影響で除雪作業による売上の上昇」

（建設業）といった意見が挙がった。 

（来期） 

○採算性ＤＩ値がマイナスになったものの、その他、すべてのＤＩ値が上昇する見込みとなっており、売上単価

ＤＩを除いては、今期に比べ、大幅な上昇が予測されている。また景況感の判断理由として、好転と回答した

企業からは「需要が回復し、売上も好転すると予測」（サービス業）といった意見が挙がった。 
 
【設備投資の動向】今年度下半期（Ｈ２９.１０～Ｈ３０．３）で設備投資を実施した企業は約６割 
 

○今年度下半期（Ｈ２９．１０～Ｈ３０．３月）に設備投資を「実施した」（５７．８％）、「実施していない」（４

２．２％）となり、実施内容で多かったのは順に「付帯設備」、「車輌・運搬具」であった。 

○来年度上半期（Ｈ３０．４～．９月）に設備投資を「計画している」（６０．３％）、「計画していない」（３９．

７％）となり、実施計画として多かったのは順に「付帯設備」、「ＯＡ機器」であった。 

 

業種 企業数 ％ 

製造業 ３６  ３１．０ 

建設業 ２０ １７．２ 

小売業 １０ ８．７ 

卸売業 ２６ ２２．４ 

サービス業 ２４ ２０．７ 

合計 １１６ １００．０ 

 

【経営上の問題点】 前期に引き続き、「従業員の確保難」が最大の経営問題 
 
○今期直面している問題として「従業員の確保難」（２１．１％）が最も多く、「仕入単価の上昇」（１３．３％）、

「経費の増加」（１２．９％）が続いた。 

○具体的な問題点・対応策として、「採用希望人数を確保できない」（サービス業）、「特に若手人材を確保できな

い」（建設業）、「求人を出しても応募がないので、賃金等の見直しを行う」（製造業）といった意見が挙がった。 
 

【雇用情勢】前期に引き続き、半数を超える企業で人手が「不足状態」と回答 
 

○現在の雇用状態については、「過剰状態」（１．７％）、「適正水準」（４５．７％）、「不足状態」（５２．６％）

となり、前期に引き続き、半数を超える企業が「不足状態」と回答した。 
 

【ＩＴ化（情報化）について】ＩＴ化（情報化）に取り組む最大の理由は社内の情報共有化 
 
○ＩＴの活用投資については、「1.積極的に取り組んでいる」（２４．１％）、「2.ある程度取り組んでいる」（５８．

６％）、「3.あまり取り組んでいない」（１２．１％）、「4.取り組んでいない」（５．２％）となった。 
 

○ 1･2と回答した理由(上位５つ)※複数回答可(%)   ○ 3・4と回答した理由(上位５つ)※複数回答可(%) 

【その他、景気全般に関しての意見】 
 

○「生産工場の人手不足が深刻である。外国人労働者も自国の経済発展に伴い、海外で働く必要がなくなってい 

 る。」（卸売業）、「市場全体が寡占化傾向となり、大手企業に人材が集中している。」（サービス業）といった意

見が挙がった。 

ＤＩ値（業況判断指数）とは 

 ０を基準として+値で景気の上向き傾向を表す回

答の割合が多い事を示し、-値で景気の下向き傾

向を表す回答の割合が多い事を示す。 

 

ＤＩ＝(増加･好転の回答割合)-(減少･悪化の回答割合) 

 本調査における「前期」、「今期」、「来期」は以下を指す。 

前期：平成２９年度第３四半期（１０月～１２月） 

今期：平成２９年度第４四半期（平成３０年１～３月）※３月は見込 

来期：平成３０年度第１四半期（４月～６月） 
 

 今回の調査では、製造業の回答が最も多く、卸売業、サービス業が

続いた。 
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